
事後評価結果  (令和  3年 度 )
※水色のセル箇所を入力すること。

※他の課の「行」は、「

'F表

示」にすること。

事業名
主要地方逼
諌早飯幕線

事莱
区分

道路事業
畢栗

主体
長崎県

起終点
自:課早雨土師野尾町
季 :諌早市土師野尾町

延長 1.01km

遣路改良工事(土師野尾工区)は、線形不良箇所を解消し、現在整備中の栗面IC(諫早
インターエ区側については供用済)へのアクセス性を向上させる。本路線の整備にあたっては、既設道路を拡幅
することで、地域コミュニティを確保しつつ、事業を行つている。

当該箇所は、貝津工業団地とみはる台小学校の近接地であり、朝夕の通勤・通学時間帯は非常に混雑している。
また、法指定通学路でもあるが、歩道が未整備である。当箇所を整備することで走行性の向上、栗面ICへのアク
セス性の向上、交通安全の確保を図り、中心市街地の交流促進や連携強化を目的とする。

事業概要図  |
々
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主要地方道諫早飯盛線、
道路事業 延長 1 01km
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激峙 県

工期 H

事業費
105

B/C
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事後評価時点 123 総便益 (B) 1771 R 3

事業期間
H24 F I用引 H
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動
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事業費 再評価時
:) 円

実 績
変
動
1.0倍

) 10.53 1090 円

再評価時
10,950台 //日

実 績
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動
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(供用前現道→当該路線 )

400 -→ 50 0     km//h
l供用直前年′火l H 28年 度 (供用後年次)H29年 度

交通事故減少
(供用前現道→供用後現道 )

件→ ― 件

分析結果

(再評価 )
4ヽ3

1:::: 

信日〕
1556

〔走行経費減少便益交通事故減少便益

1493億円
063億円〕

基準年 十

H27年

分析結果

(事後 )

B/CI

123 艦
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億 円

信日〕
総便益

|

〔三:こ号写写Eξ
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基準年 十
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事業遅延によるコスト増
費用娼刀口徽

|

便益減少額
|

事業遅延なし

走行時間の短縮 (33秒 )
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業国地の建設(H29開始、R33末 1工区完成)により今後の雇用機会が増え、経済活性化が促され

ア ス してい

環 境 荒寿当副日山

特になし

事
業
に
よ
る
環
境
変
化

雨水の氾濫や路面凍結等がなくなつた。
車両の快適な走行空間、歩行者の安全な歩行空間が確保できた。

蜘 した I員てて
''lu言
半1山フ ヘ きと

南諫早産業団地の建設により今後、交通量の増加が見込まれる。

当箇所を整備することで走行性の向上、交通安全の確保を図り、中心市街地の交流促進や連携強化を目的とす
る。本事業の整備により、主要地方道諫早飯盛線の交通混維の緩和が図られ、栗面インターチェンジ、諌早駅、
諫早市役所などの都市機能施設及ぴ中心市街地とのアクセス性が向上しており当面の改善措置の必要はない。
以上のように事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されているため、更なる事業評価の必要はない。

地域住民や関係機関との連携が不可欠であり、相互理解を得ながら事業を進めることが必要と考える。

特 冨じ争 ■貝                          |

特になし



令和3年度 第 1回

長崎県公共事業評価監視委員会

デ ●邦■IA

事業主体 長崎県

事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

房

事業箇所

主要地方道諫早飯盛線

道路事業 延長 1 01km

rず二コどP`
1

激情  県
道路事業
主要地方道

諫早飯盛線

道建-1

司.審議経過

審饒経過 再評価の理由

工期
―

事業費
(億円)

B/C
―
備考

着工 完了

当辛刀

(|■24潮評嘲り
H24 H30 6.0 2.31

【工事概要】
延長L=1,01km
幅員W=6.5(10.25)m

1簾 生回齢
―

(H'7年度)
社会経済情勢等の

変化
H24 H28 10.53 1.43

【前回評価からの変更概要】

新しい補助制度が創設されたことに

より、交付金事業から移行を行うた

め

第2回審議
(R3年癖り

事業完了後
5年経過

H24 H28 10.90 1.23
【前回評価からの変更概要】
労務買の上昇による事業買増額

2



▼事業概要
延長 :1,010m 幅員 :1025m
事業費 :1090億円
事業期間 :平成24年度～平成28年度

◆事業の目的
当該箇所は、貝津工業団地とみはる台小学校の近接地であり、朝夕の通勤・通学時間帯は非常に混雑
た、法指定通学路でもあるが、歩道が未整備である。当該箇所を整備することで車両の走行性の向上、
アクセス性の向上、歩行者の交通安全の確保を図り、中心市街地の交流促進や連携強化を目的とする。
◆事業概要
主要地方道諫早飯盛線道路改良工

事 (上師野尾工区)は、諫早市土師
野尾町において、諫早市中心部 と諫
早市飯盛町とを結ぶ地域の主要な幹
線道路の一つとして整備を行い、当

該路線の線形不良箇所の解消だけで
な く、栗面 ICへのアクセス性の向
上を図つている。

本路線の整備にあたっては、既設
道路を拡幅することで、地域コミュ
ニティを確保 しつつ、事業を行つて
いる。 ▼事業経過
平成24年 事業化
平成24年 事業・測量説明会
平成2S年 用地買収・工事着手
平成28年 完成(L=1.01km)

▼

している。ま

栗面 ICへの

①

|

席
Ｌ
、耳

「
ノ
ヽ

諌早IC

県立総合運動公園

栗面IC

主要地方道諌早飯盛線  ■・
1

道路事業 延長 1.01km

南諌早産業団主也

2.目 的・事業概要・これまでの経緯

3

2
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車道 車道

| 車道

却 150%

250Q 1500   3250  、L 3250      1750

と ||

車道

予 ↓ ↓
歩行者の安全確保

道路拡幅日線形改良

4
歩行空間の確保 排水整備

車両走行性の向上



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

前回
再評イ面(H27)

今回

事後評価(R3)
主な変更点

費用対効果 (B/C) 1.43 1.23

便益 (B)
の

算定基礎

将来交通量 10′949台 9,986台

推計年次 R12

コス ト(C)
の

算定基礎

延 長 L=1′ 010m

幅員 W=10.25m(2車線 )

事業費 10.53億円 10.90億円 次スライ ドのとおり

工期 H24～ H28 H24～ H28

その他 利用状況
現況交通量 10′950 10′ 34フ

観測年次 H25 R2

栗面ICへのアクセス性向上や南諫早産業団地の造成に伴い将来交通量が増える可能性がある。

5

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増 )

【費用対効果の算定基礎となつた要因の変化】

事業費の増(労務費の上昇)
10.53億円(前回)→ 10i90億円(今回)

例①
普通作業員単価 (円 /日 )

例②
交通誘導警備員単価 (円/日 )

16000

15500

15000

14500

14000

13500

13000

●

11000

10500

10000

9500

9000

8500

8000

, ,
● _

H28

→  10,100

H27

14′400

H28

→   15,500

H27

9,000

6

7%増 12%増



O改善措置の必要性
◆ 当該工区は、車両の走行性の向上、歩行者の交通安全の確保を図り、中心市街地の交流促進や連携強
化を目的としている。

◆ 事業の整備により、主要地方道諫早飯盛線 (土師野尾工区)における車両の走行性の向上、歩行者の交
通安全の確保を図られ、 当面の改善措置の必要はない。

O今後の事後評価の必要性
◆ 事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はない。

O同種事業の計画 B調査のあり方等
◆ 地域住民や関係機関との連携が不可欠であり、相互理解を得ながら事業を進めることが必要と考える。

フ



事後評価結果 (令和 3年度)
※水色のセル箇所を入力すること。
※他の課の「行」は、「非表示」にすること。

憂理番号 週 艇 …1

担 当課 主不建設課

担当課長名 平野'仁郎

至葦1長崎市1街
路事業亭葉

区分事業名
郡下計固遍挿 州`ケ眉蜜茶屋線

延長
12.96km起終点

自
=画
崎県長崎市矢の平1丁目

至:長崎県長崎市桜木町

L=2960m 昨 13m
長崎市中心部における慢性的な交通渋滞の緩和及び斜面地における住宅地の生活環境改善を図るため

国道499号(324号、34号等の放射型主要幹線道路を補完する環状型道路として戸町地区、田上地区、
小島地区、矢の平地区をはじめとする沿線の斜面市街地を直結することにより、当該各地区の交通環境、居
住環境の改善を図り、あわせて都心部通過交通の排除による都心部の都市機能の強化に資する目的で整備

を行うものである。

静峙 曝

631Sエ
工期

23.7 駁円

185.5事業費

(B) (C)

総便基 (B)
B/C

事後評価時点

用地看手 S63野 二圧 削
〓 コ) H 5軍業化年 S 63』

供用年 H28
変
動
5.6倍

S 40五 工甲看手 H4年 度事業期間

186
変
動
7.8倍実 績事業費 計画時

実 績
19,215台/日
(H30)

変
動
5,0倍賓通重

(当該路銀 )
計画時

3,813 モヨン/Fヨ

(SG3)

件→ ― 件交通畢取屈少
〔供用前現道→供用後現道 )

旅行返反同上

(供用前現道→当該路線)

19,1 → 37.4 km/″h
l供用岬 年次lH 年 度 l供用後年次)R2年 度

H15年〔走行経費減少便益交通事故減少便益

146.0

146.0

3.0
-3.0

億円
億円〕〔 日〕

30,0

維持管理費 45,0億

蟹偏対効果
分析結果

(当初 )
1.94

〔

２

４

５

ヽ
―
―
―
ノ

維持管理費〔 走行経費減少便益 41
交通事故減少便益

億

111.8

0.4

211

141 円
円

億
億

円

円

廷輛対効果
分析結果

(事後 )
1.88

R 2年

事業遅延によるコスト増

審福雨評価楯標Fこ対する事螢評]面項目  |

旅行速度が19.lkm/hから37.4km/hに向上した。

事
業
の
効
果
等

白新たなバス路線となつた。
H当路線の沿線に新たな商業施設等ができるなど、十m剤 田 ht播枠 イkl´すい^

の減少に寄与している。
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特になし

特になし

事素を巡る社会経済構勢等の変化     |
・主要地方道 長崎南環状線との相乗効果により、国道499号の交通負荷の更なる軽減が期待される。
・県道小ヶ倉蛍茶屋線との接続が平成18年に完了した。

, 応方針

再度の事後評価及び改善の必要はないと考える。

特になし。

特記事項  下
~~                   |

特:こなし。



令不□3年度 第 1回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

事後評価対象事業

至蛍葉屋

至新戸町

事業区間

小ヶ倉蛍茶屋線

L=2,960m VV=13m

道維-1 街路事業
小ヶ倉蛍茶屋線

事業主体 長崎市

事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
玉期 事業資

(億円)
B/C 概要

着エ 完了

当初

(H15新規)
S63 H4 23.7 1.94

延長〓2.98km
幅員〓6.0(13,0)m

第 1回害離
(H20)

再評価後
5年経過

S63 H21 180.7 2.17 同上

第2回磐議

(R3今回)

事業完了後
5年経過

S63 H28 185.5 1.88 同上



2.目 的・事業概要 Bこれまでの経緯

デ

〇
モt

◆目的

国道499号、324号、34号等の放
射型主要幹線道路を補完する環状
型道路として戸町地区、田上地区、
小島地区、失の平地区をはじめと

する沿線の斜面市街地を直結する
ことにより、当該各地区の交通環境、
居住環境の改善を図り、あわせて
都心部通過交通の排除による都心
部の都市機能の強化に資する。

至蛍茶屋

至戸町地区
小島地区

矢の平地区

田上地区

愛宕工区

L〓1,460m VV=13m
白木工区
L〓760m W〓 13m

矢の平工区

L=740m W=13m

小ヶ倉蛍茶屋擦
L〓2,960m VV=13m

2.目 的と事業概要いこれまでの経緯

◆事業概要
B事業延長:2,960m H幅員:6.0(13.0)m

◆これまでの経緯
昭和63年度:矢の平工区事業認可
平成6年度:白木工区事業認可
平成8年度:愛宕工区事業認可
平成11年度:矢の平工区完了
平成22年度:愛宕工区完了
平成28年度:白木工区完了

標準断面図

田計画交通量 :8000台 /口 ・総事業費 :185,5億円

幅員 130m

五 議 歩道,伊議   I盛 西 1 1臨産 |

至蛍泰屋

至新戸財

愛宕工区
L=1,460nn W=13m

白木工区
L=760m W=13m

矢の平工区
L=740m VV〓 13m

小ヶ倉蛍茶屋無
L=2,960m VY〓 13m

20 15 60 iS 20



3.事業の効果の発現状況

◆旅行速度の向上
19.lkm/h → 37.4km/h
◆通勤時間帯の移動時間の減少
南部、東部方面の通勤時間帯等の移動時間の減少に寄与している。
主要地点間の通動時間帯の移動時間(野母崎～長崎駅の所要時間)
65分 (H27年度)→60分 (R2年度)(長崎市第4次総合計画より)
◆新たなバス路線
1日 39本のバスが通る路線となつた。(平日上下線)
◆沿線の土地利用の活性化
複合型商業施設などができるなど、当路線の沿線の土地利用が活性化した。

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

前回再評価(H20) 今回事後評価 (R3) 主な変更点

費用対効果 (B/C) 1,94 ユ.88

便益の

算定基礎

将来

交通量
7,600モ卦 18,947モ卦

推計

年次
R12

コストの

算定基礎

延長 い2,960m

幅員 W=13.Om(2車線 )

事業費 180。 7億円 185.5億円

工期 S63～ H21 S63-H28

利用状況

現況

交通量
11,108 19,215

観測年次 H21 H30



5.社会経済情勢等の変化

口県施工区間の小ヶ倉蛍茶屋線との接続が平成18年に完了した。
コ主要地方道長崎南環状線との相乗効果により、国道499号の交通負荷の更なる軽減が
期待される。

小ケ倉蛍茶屋韓
(長時県施工)

女神大積

至蛍茶屋

至江川I町

長崎南環状機
小ヶ倉蛍茶屋擦
(長崎市施工)

499

7.対応方針 (原案 )

O改善指Eの必要性
◆当面の改善措置の必要はないと考える。

0今後の事後評価の必要性
◆事業目的に見合ちた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はない。



事後評価結果 (令和 3年度)

※水色のセル箇所を入力すること。
※他の課の「行」は、「J卜表示」にすること。

事業費

港湾-1

里当課 県北振興局港湾漁港第二課

担当課長名 斎藤 正則

事業名
松浦港廃棄物海面処分場整偏事菜 事菜

区分
港湾事業

事業
主体
長崎県

起終点
自
至
:長崎県 松浦市 御厨町
:長崎県 松浦市 御厨町

延長

L=430m

の

県北管内には、港湾、漁港が多数存在し、各公共事業による浚渫上が発生しているため、処分地の確

保が必要となつている。このため、旧北松・松浦地域の中心地にある松浦港御厨地区に廃棄物処理埋

立護岸の整備を行い、公共残土の受入による公共事業の円滑化・コスト縮減による事業の促進を図る。

図

昂

長 時 県

0

弗

ヰェ
島

,A浦泄繕湾計画平面薗
本 ■ 長備県 長 II奇県 長崎県 f公滞

“

 衝同町

卦 ―

＼、1,y
/ √

/ヽ

学・

/

麗
菜
つ

上上■■=|11・ 4_
1■L■■型 ―

工期
エ H
H

同IJ コ 20.4億円
頭 i 冬 20.6億円

B/C 日11 コ 1.05 .8 i円 総費用(C)31.2 H26
事後評価時点 1.02 (B) i円 総費用(C)46,6 円 R 3

事
業

の
効

果
等

日運搬・処分コストの縮減
・残存価値 (造成地)

渫上、陸_L残土)の処分にかかるコスト縮減が図られ

た。
また、埋立の完了に伴い新たな土地が造成され資産が創出された。
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特になし

り

たたす

ヽの しつ て し の 出防災 整備緑地 ) すを おめてす 今後 創賑わ
堂
口 は しと のて待が期 時 災防 点拠 割を果役 ま 一部 ま び松浦市 所役 及支所されるとともに、災

が計画されている
対応方針

松浦港廃棄物処理事業により、公共残土(浚渫土、陸上残土)の処分にかかるコスト縮減が図られるな
ど本事業の効果がみられ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業監T二
努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。



令和 3年度 第 1
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

□

事後評価対象事業
轟(

お

一麟
港湾-1 松浦港廃棄物海面処分場

整備事業′

ド

■

ツヽ

埋立護岸 430m

事業主体 長崎県

II〕士,∫

事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

・
■
一
，　
一
．
Ｊ
Ｂ
ぃ

・
〈ｑ
、

式ゝ

●ぜ 1為

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 概要

着工 完了

第 1回審議

(H22)

事業採択後
10年経過

H13 H24 20.4 1.16 埋立護岸 L=430m

第2回審議

(H26)

社会経済情勢の

変化
H13 H28 20.4 1.05 埋立護岸 L=430m

第3回審議

(R3)

事業完了後
5年経過

H13 H28 20.6 1.02 埋立護岸 L=430m



2.日 的由事業概要

O目的
県北管内には、港湾、漁港が多数存在し、各公共事業による建設残土が発生しているた
め、土砂処分地の確保が必要となつている。このため、旧北松日松浦地域の中心地にある
松浦港御厨地区に廃棄物処理埋立護岸の整備を行い、公共残土受入地を確保し公共事
業の円滑化・コスト縮減による事業の促進を図る。

O事業概要
・事業期間:H13～ H28
日事業費 :20.6億円
・整備内容 :埋立護岸 L=430m
・埋立概要:埋立上量 50万 m3

埋立面積 4.4ha
埋立護岸 430m i

埋立喜量 53万 m3

面積 1 4ha

3J事業の効果の発現状況

O事業の発現状況
松浦港廃棄物処理事業により、公共残土(浚渫上、陸上残土)約 53万m3を受入れたことで、
公共工事にかかる土砂処分のコスト縮減が図られた。

事業効果の者え方
海上処分の場合

発生地

発生地

五島沖
陸上処分の場合

5～40km

トラック運搬

募

五島沖

g

土砂処分料が削減
運搬費が削減

土砂処分場陸上工事箇所

笠砂処分料ん唆 松浦港

陸上工事箇所

忌
旧→

海上運搬距離 107留 145km



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :20.4億円 (前回)→ 20.6億円 (変更)
◆完了年度 :H28(前回)→  塑  (変更なし)
◆費用対効果 (B/C)

項 目
前回 (再評価 )

(平成26年度)

今回 (事後評価 )

(令和3年度)

全事業 1.05=32.8億 円/31.2億 円 1.02=47.4億 円/46.6億円

〔費用が増大した要因 (マイナス要因)〕
・労務費田資機材等の価格上昇及び水路周辺部への転落防止柵の追加により、費
用が増加した。

・事業により完成した埋立地についてはt令和 2年度より緑地整備に着手。
市民の憩いの場として、新たな賑わい創出が期待され、更なる事業効果が見込
める。
,また、埋立地の一部については、松浦市の支所等の利用が計画されておりま

す。

ど
埋立地整備イメージ図

5.社会経済情勢等の変化

支所等建設
予定地

防災緑地



6.対応方針 (原案 )

O今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性
事業実施により、公共残土(浚渫上、陸上残土)の処分にかかるコスト縮減が図られる
など事業の効果がみられ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断
している。

O同種事業の計画・調査のあり方等
本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては 関ヽ係機関と連携し適
切な事業監理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。



事後評価結果 (令和 3年度 )

※水色のセル箇所を入力すること。

※他の課の「行」は、「〕F表示」にすること。

事業
区分
海岸事業

事業
主体
長崎県事業名

ロノ津潜海岸保全事莱

自

至

崎
崎
長
長

ロ
ロ
市
市
原
原
島
島
雨
南
県
県

之津町
之津町

延長起終点

1

・護岸 (補強)1,285m
(ロノ津地区)
日護岸 (改良)300m

ロノ津港大屋地区及びロノ津地区において、既設護岸の天端高不足による台風等の高波日高潮から背

後家屋等の浸水被害を防止するため、護岸改良を行い、地域住民の安全日安心を確保による民生の安

定を図る。

ヽ

第

長 崎 県

ヰi
れ

妻三E
28

工期

ユ
〓 刀 28.2

事業費
I 終 28.7

円 総費用(C)39.9帳ヨ円 基準年度 H23年 度団 9.01 総便益(B)359.41

i円 総費用(C)69.2娠鼠円 基準年度 R 3年 度B/C
事後評価時点 8.32 総便益(B)575.6

便益の主な根拠            |

一般資産被害額、公共土木施設被害額、公益事業等被害額

事
業

の
効
果
等

から背後地の民家等の資産を守ることができる。ことにより
防護家屋等 :197棟



軍
業
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る
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化

口特になし

変
口南島原市の人口は近年減少傾向にある中、当地区では新たな事業所が立地しており、事業実施に
よつて背後地域の安全性向上したことで地域の活性化に寄与したものと判断される。

対胚万針

B施設完成後、高潮や浸水被害は発生しておらず、事業の効果がみられることから今後の事後評価の
必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業監理
に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。

色特になし



令和 3年度 第 1
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

□

港湾-2 ロノ津港海岸保全事業

事業主体 長崎県

事後評価対象事業
|

【　一　　”

事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費JO億円以上
事業完了後5年経過

熙

♂

1.審議経過

10.60 同上事業採択後
10年経過

S62 H22 20.3

H28 25.4 9,40
(大屋正区)

護岸 (補強)1′ 285m
樋門 (改良)1基

再評価後
5年経過

S62

9.01

(大屋工区)

護岸 (補強)

樋門 (改良)

(ロノ津工区)

護岸 (改良) 300m

1′285m
i基再評価後

5年経過
S62 H28 28.2

28.7 8.32

(大屋工区)

護岸 (補強)1′ 285m
樋門 (改良)と基

(ロノ津工区)

護岸 (改良) 300m

事業完了後
5年経過

S62 H28



2.目 的 B事業概要 Hこれまでの経緯

◆事業の目的

ロノ津港の大屋地区及びロノ津地区の既設護岸の天端高不足による高波日高潮から背後家屋等ヘ
漫水被害を防止するため、護岸の改良を行い、地域住民の安全口安心による民生の安定を図る。

天端高の確保により越波防止が図られ、
地域住民の安全・安心が確保

ロノ津地

大置・ロノ津地区

共選地区

《事業概要》
(大屋地区)
・護岸 (補強)1,285m
・樋門 (改良)1基
(ロ ノ津地区)
・護岸 (改良)300m

《工 期》S62～H28
《事業費》287億円

六EB区 標

“

断田目

3.事業の効果の発現状況

護岸の天端高不足により高波が越波し、
背後家屋等へ浸水被害が発生

平成18年 台風13号襲来時

平成16年 台風18号襲来時

大屋地区



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :28.2億円 (前回)→ 28.7億円 (変更)
◆完了年度 :H28(前回)→  塑  (変更なし)
◆費用対効果 (B/C)

〔費用が増大した要因 (マイナス要因)〕
B労務費 日資機材等の価格上昇により費用が増大した。

〔便益が増大した要因 (プラス要因)〕
日費用対効果分析結果において、基準年度の再設定 (治水事業費指数 (海岸)の
更新)により便益が増大した。

・事業実施により背後地域の安全性が向上したことで、新たな事業所の立地も
あり、地域の活性化に寄与したものと判断される。

項 目
前回 (再評価 )

(平成23年度)

今回 (事後評価 )

(令和3年度)

全事業 9.01=359.4億 円/39.9億 円 8.32=575.6億 円/69.2億 円

5.社会経済情勢等の変化

0イ ルカウォチング
▲コンビニエンスストア
■宿泊施設
オ浸水区域



6.対応方針

O今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性
◆ 費用対効果について8.32と十分にあり、高潮日波浪等による被害も発生していないなど事業の効
果が十分にみられ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

O同種事業の計画・田査のあり方等
◆ 本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適切な事業
監理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。



事後評価結果 (令和 3年度 )

※水色のセル箇所を入力すること。
※他の課の「行」は、「非表示」にすること。

蟹理 苔 弓 ラ可 II -1

担当課

'可

サII課

担当課長名 旨範

事業名
総合流域防災
大明寺川

事栗
区分
河川改修事業

事業
主体
長崎県

起終点
目 :河 口〕也点

至 :中山川合流点l K800
延長 1800m

河川は、河口 OK000地点から中山川合流点l K800地点までの1,800mの 区間において、築堤、
河床掘削、護岸整備、橋梁架替等の河川改修を行うものである。

本事業は河口から支川中山川にいたる間を現Jti沿いに築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替を行
い、洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止することを目的としている。
当河川は、昭和55年から河川改修に着手しており、河川周辺において家屋及び耕作地への浸水被
害を受けた方が多く、地元から洪水氾濫被害に対する安全の確保が望まれている。

疲

轟(
,・
/

浴

デir

, 。

醸

事業箇所

工期
着 エ S    55
冗 了

事業費
再評価時点(H2S 29.6億 円
最 終

B/C
再評価時点(H20 1.78 総便益(B)124 1 円 総費用(C) I] 墨 罪 年 度  H24年 度
事後評価時点 1.87 総便益(B)176 F円 総費用(C)94 基準年度 R 2年 度

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
条
件

計画流量 180m3//s 治水安全度
89 hr

面積

33戸
48 ha
④災害時要援護者施設
⑤その他 市道上岳母衣崎線

公共 になし

、昭和57年 ④重要な公共施設等
⑤災害時要援護者施設

西彼役場
不明浸水戸数 5戸 昭和57年

60 ha昭和42年水

約90%程度
の 全 1サ/15 当

事
業

の
効
果
等

治水安全度の向上 概ね1/15(改修前)→1/30(改修後)

河川改修後 (平成28年度)以降、長崎地方気象台で計画時間雨量89.lmm/hrに 近い降雨を
平成30年に観測(77mm/hr)しているが、洪水被害は発生していない。

約70%の住民が河川改修の効果を感じている。



事
業
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る
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境
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化

大明寺川の河川水は堰からの取水により周辺の水田の農業用水として利用されている。

環 境 』

動植物について、約20%の住民が減つたと回答しているものの、あまり変化を感じていない住民が
60%を超えており、河川改修による影響は最小限に抑えられていると考えられる。

清掃活動をしているもしくは興味がある住民が70%を超えており、大明寺川に対する地元住民の関
心度は高いことがわかる。今後は、地域住民との連携を図り、環境面を改善できる維持管理体制が
整えば～よりふるさとの川としてふさわしい河川が形成されていくものと考えられる。

特に開発計画もなく、人口の変動も少ない。

当事業は、河川の氾濫防止を目的としている。築堤～河床掘削、護岸整備、橋梁架替等の事業が完了
したことで流下能力が改善されており、当面の改善措置は必要ない。
事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はない。

(同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性 )

同種事業においては、適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。

特になし



令和 3年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

事後評価対象事業

河川 -1 総合流域防災事業
大明寺川

事業主体 長崎県

事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

1
力
．

・
―

，
一

1.審議経過

審議経過
再評価の

理由

工期 事業賣

偏 円)
B/C 概要

着工 完了

当初

第 1回審議
(Hlo年度 )

事業採択後
lo年経過

S55 H18 23.6 1.56
改修延長 L〓 1′ 800m
築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替等

第 2回審議
(H15年度 )

再評価後
5年経過

SSS H20 23.6 生.49
改修延長 L=1′ 800m
築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替等

第 3回審議
(H20年度 )

再評価後
5年経過

S55 H24 23.6 2.41
改修延長 L=1′ 800m
築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替等

改修延長 L=1′ 800m
築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替等

第4回審議
(H25年度)

再評価後
5年経過

S55 H27 29.6 1.78

第5回審議

(R3雑 )
事業完了後
5年経過

S55 H28 27.9 1.87
改修延長 L=1,800m
築堤、河道掘削、護岸整備、橋梁架替等

2



2.目 的 a事業概要・これまでの経緯

◆目的

大明寺川総合流域防災事業は、河口から支川中
山川合流点にいたる間を現川沿いに築堤、河道
掘削,護岸整備、橋梁架替を行い、洪水に対し安
全な河道を確保し、河川の氾濫を防止することを
目的としている。

◆事業概要

◆事業経過

■■■:浸水想定範囲
3

延長 1,800m

事業内容
築堤、河床掘削、護岸整備および
橋梁架替

事業費 27.9億円

事業期間 昭和SS年度～平成28年度

昭和55年度 事業化

昭和58年度 工事着手

平成28年度 工事完成

3.事業の効果の発現状況

0河道整備の経緯

4



3.事業の効果の発現状況

0流下能力の向上

そ
!

肖

改修前 改修後

<

横断図

白

O治水安全度の向上 1/15(改修前)→ 1/3o(改修後 )

0河川改修後 (平成28年度)以降、長崎地方気象台で計画時間雨量89.lmm/h∬ こ近い降雨を
平成3σ年に観測 (77mm/hr)しているが、洪水被害は発生していない。

5

項 目
前回
再評価(H25)

今回
事後評価(R3)

増減の主な理由

費用対効果(B/C) 1.78 1.87 事業費の減

便益(B)
の

算定基礎

年平均被害
軽減期待額

254.0百 万円 254百万円

残存価値 68.1百万円 80,1百万円

コスト(C)
の

算定基礎

延長 L=1,800m

事業費 29.6億円 27.9億円 掘削残土の流用による処分費の減

工期 S55～H27 S55～ H28 事後補償実施による遅延
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5,アンケート調査・結果

大明寺川沿いの地域住民を対象に、アンケート調査を行つた結果、河床掘削日護岸の整備により

生活環境の改善が実感されていることがわかつた。

◆アンケート調査

・河川沿いの地域住民に自治会を通じてアンケート調査を実施(令和3年3月実施)

130人中54人回答、 回答率42%

◆アンケート結果

O回答年代

無回答

0%

10代

O性別
無回答

20代  30代
0,`     0%

401代

6%

7

80代以上

20%

60～ 80代の回答が約8割
男性約7割、女性約3割回答

5.アンケート調査・結果

O河川改修工事の効果を感じていますか。

◆自由意見
B雨の日などは道路が怖くて通れなかったが、最近はあまり感じなくなった。
・自分の家は高台にあり水害にあったことはないが、知人宅が再三被害にあって
いるのを見てきたが、ずいぶん減って助かつていると思う。

8

口水害の心配がなくなつた
・昔は雨のたびに怖かつたが、最近は感じなく
なつた。
約76%の住民が河川改修に効果を感じている。

2実際の被害の軽減は判らない
が、効果はあると思う。

61,6

無回答

。ま

効果はない。

211



5.アンケート調査 B結果

O河川改修により動物に変化がありましたか。

O河川改修により植物に変化がありましたか。

◆自由意見
・昔は川幅がせまく水がきれいだつたのでシジミが砂地に生息していたが、

今はいない気がする。手長エビはよく見かけるようになつた。
ロチヌ、ボラ、フグなどの海の生き物が多い。

9

魚などの動物が、増えたと感じるより、減つ

たと感じている方が多いものの、約630/るは

変化を感じていない、良く判らないと回答。

わらない。
18%

3

無回答 1増えたと思う。
5%

植物が増えたと感じる人はいない。
しかし、約78%は変化を感じてい
ない、良く判らないと回答と

無回答 1増えたと思う。
0%

5.アンケート調査 E結果

O大明寺川の利用について変化がありましたか。

◆自由意見
・自治会単位で清掃をやつている。
・清掃活動をやることでゴミを捨てない

意識を持つことになり、良いと思う。
・河川をきれいにしたいと思つているが、

どのように始めればよいかわからない。

O今後、清掃活動に参加してみたいですか。

利用する機会が増えた人よりも、

減つた人の方が多いものの、
46%の人は変わらないと回答。

2利用する機
会が減った。

31興味はなし

13路

大明寺川に対する地元住
民の関心度は高く、約76%
の人が清掃活動をしている。
もしくは興味があると回答。

2活動してみたい。
興味はある。
41%
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5.アンケート調査・結果

◆アンケート結果まとめ

0治水

治水安全度の向上 1/15程度 (改修前)→ 1/30(改修後 )

約70%の住民が「水害の心配が無くなった」等、河川改修の効果を感じている。

O利水

堰からの取水により周辺の水田の農業用水として利用されている。

O環境

動植物について、約20%の住民が減つたと回答しているものの、あまり変化を感じていない

住民が60%を超えており、河川改修による影響は最小限に抑えられていると考えられる。

O維持管理

清掃活動をしているもしくは興味がある住民が70%を超えており、大明寺川に対する地元住民

の関心度は高いことがわかる。今後は、地域住民との連携を図り、環境画を改善できる維

持管理体制が整えば、よりふるさとの川としてふさわしい河川が形成されていくものと考え

られる。

11

0改善措置の必要性

◆当事業は、河川の氾濫防止を目的としている。河床掘削、護岸整備、橋梁架替

等の事業が完了したことで流下能力が改善されており、当面の改善措置は必要

ない。

0今後の事後評価の必要性
◆事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の

必要はない。

O同種事業の計画 B調査のあり方等

◆同種事業においては、適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現され

るよう早期完成に努める。

6.対応方針 (原案 )
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